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納税通知書の見方

①「年税額」：１年間の合計税額です（②

＋③＋④の合計額です。）。

②「給与特徴税額」：年税額の内、給与

から特別徴収(天引き)となる税額です。

本税額については勤務先経由で「給与

所得等に係る市民税・都民税・森林環

境税特別徴収税額の決定・変更通知

書」としても通知しておりますのでご確認

ください。

⑥10・12・２月の公的年金から特別徴収

(天引き)となる各月ごとの税額です。

※⑤と⑥の合計額は、③の額と同額とな

ります。

⑧所得金額の記載欄です。所得が複数

ある方は、種別ごとにそれぞれ記載され

ます。給与や公的年金等による収入は、

それぞれの規定された計算式を用いて

所得金額を算出します。

⑦翌年の４・６・８月支給分の公的年金

から特別徴収 (天引き)となる税額です。

⑤４・６・８月の公的年金から特別徴収

(天引き)となる各月ごとの税額です。

※前年度通知済の金額と、今回通知の

金額が異なっている場合には、還付が

生じる場合があります。その場合は、後

日納税課よりご連絡をいたします。

⑨所得控除の記載欄です。市民税・都

民税は、所得金額から所得控除を差引

いた額に税率を乗じて計算いたします。

税額の計算方法や各種所得控除額に

ついては、納税通知書の裏面をご参照く

ださい。

⑩住宅借入金等特別控除や寄附金控

除（ふるさと納税）等の税額控除の適用

がある方は、こちらに記載されます。

【ふるさと納税を申告したのに控除額の

記載がない方】

以下に該当する場合、ふるさと納税分

の寄附金控除が適用されていない可能

性があります。

（1）ワンストップ特例の申請をしたが、別

途確定申告も提出し寄附金控除を申告

しなかった。

（2）確定申告をする際、寄附金控除の

申告はしたが、２表の住民税・事業税に

関する事項における寄附の内訳欄に記

載をしなかった。

※上記に該当する場合は申告の修正

が必要になりますので、税務署または国

分寺市役所へお問合わせください。

③「年金特徴税額」：年税額の内、公的年金から特別徴収(天引

き)となる税額です(４月から翌年２月支給分までの年金天引きと

なる額の合計額です。) 。

年金天引きとなる税額は、所得の種類において、公的年金等

の所得から生じる税額のみとなります。

今年度から年金天引きが開始となる方は、10月分の支給額か

ら天引きが開始されます。天引きが間に合わない４・６・８月分は

④「普通徴収税額」としてご納付いただきます。また、前年度に年

金天引きの中止事由に該当した場合も、同様に、４・６・８月分は

普通徴収となり、10月分の支給額から天引きが開始されます。

④「普通徴収税額」：年税額の内、本通知に同封されている納付

書により納めていただく税額です(口座振替の方の場合は、ご指

定の口座から引き落としとなる金額です。ただし、過年度の税額

については、口座振替されないため、同封の納付書により納めて

いただきます。)。



Q：現在国分寺市に住んでいないのに納税通知書が送られてきた
A：市民税・都民税・森林環境税は、賦課年度の属する年の１月１日時点で居住していた

市区町村にて１年度分が全額課税されます。１月２日以降に国分寺市から転出してもご納

付先は国分寺市となります。

Q：会社を退職して収入がないのに納税通知書が送られてきた
A：市民税・都民税・森林環境税は、賦課年度の属する年の前年の１月１日から12月31日

までの所得等により課税いたします。このため、現時点で無収入であっても賦課年度の属

する年の前年に所得があった方は、課税になる場合があります。

Q:亡くなった親族の納税通知書が送付されてきた
A：市民税・都民税・森林環境税は、１月１日が賦課基準日となるため、賦課年度の属する

年の１月２日以降に亡くなった場合であっても１年度分全額がご納付いただく税金となりま

す。

また、納税通知書送付前に相続人代表者指定届のご提出をいただいていない場合は、

同一世帯のご親族を送付先と設定させていただき納税通知書を送付いたします。

Q：給与から天引きされているのに納税通知書が送られてきた
A：会社の給与以外に所得があり、確定申告書にて給与以外の所得の徴収方法を「普通

徴収（自分で納付）」として選択されている場合は、給与以外の所得に係る税額を普通徴

収分として計算いたします。

納税通知書の様式変更について

『地方公共団体情報システムの標準化に関する法律』が令和３年９月１日に施行され、

住民の利便性向上や行政運営の効率化の観点から、地方公共団体が使用する情報シス

テムや帳票等について全国統一的な取り扱いとすることが定められました。

このことに伴い、令和７年１月より市民税・都民税・森林環境税納税通知書の様式が変

更になりました。

令和７年１月より市役所本庁舎が移転しております。ご来庁及びお電話の際は右記をご

参照ください。

移転先住所：泉町二丁目２番18号
お問合せ先：【課税課住民税係】 ０４２－３１２－８６２０（直通）

：【納税課納税管理係】 ０４２―３１２－８６２４（直通）

Q：公的年金等を数年前から受給しているのに今年から年金天引きが開始された
A：年金天引きの対象となるのは、賦課年度の属する年の４月１日現在に65歳以上になっ

ている方となります。 ただし、受給額等の関係により65歳以上の方であっても年金天引き

の対象にならない場合があります。

Q：公的年金から天引きされる各月の税額はどのように計算しているのか
A：「４・６・８月」は、前年度の年金天引き額の合計額の２分の１に相当する額を３分の１ず

つ徴収し、「10・12・２月」においては、現年度の年金天引き額の合計額から「４・６・８月」に

徴収した額を差し引き、残った税額を３分の１ずつ徴収いたします。

このような計算方法のため、前年度と比較して税額が大きく変わっている方は、「４・６・８

月」と「10・12・２月」の天引き額に差が生じる場合があります。

Q：今まで年金天引きされていたのに国分寺市に転入してきたら普通徴収（納付書・口座
振替）になった
A：法令により、賦課年度の属する年の前年に他の市区町村から転入された方の年金天

引きは、10月から行うこととなります（受給額等の関係により天引きとならない場合もありま

す。）。

このため、年金天引きがされなかった４・６・８月分の税額は、普通徴収（納付書・口座振

替）によりご納付いただくこととなります。

還付通知について
所得の減額や控除の追加等の申告をされたことにより税額が下がる方には、納税通知

書及び差替え版の納付書を送付いたします。

減額前の税額を既に納めていて過納がある方には、後日、納税課から還付に関する通

知を送付いたします。

※還付に関するお問合せは、下記の納税課納税管理係へお願いいたします。

※税額・課税内容に関するお問合せは、下記の課税課住民税係へお願いいたします。

庁舎移転について

よくあるご質問・Q＆A

Q：令和７年度の個人住民税の定額減税について
A：対象者は、令和７年度の個人住民税に係る合計所得金額が1,000万超1,805万円以下

で、市民税・都民税所得割額が課税される方のうち、控除対象配偶者を除く同一生計配

偶者を有する方となります。令和７年度の個人住民税の所得割の額から１万円を控除しま

す。


